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国土交通省三重河川国道事務所三重四川災害対応連絡会 
規    約 

                                     
                              第１章 総   則 
 
（名 称） 
 第１条 本会は、「国土交通省三重河川国道事務所三重四川災害対応連絡会」（略称：    

「三重四川災害対応連絡会」）と称する。 
          
（目 的） 
  第２条 本会は河川法、水防法及び災害対策基本法の趣旨に基づき国土交通省三重河

川国道事務所管内の水害防止、軽減を図るため関係機関相互の情報共有化及び水害時に

おける協力・連携を図り、もって水防対策の万全を期することを目的とする。 
 
（会 務） 
  第３条 本会は前条の目的を達成するために次のことを行う。 
        １．災害関連情報（雨量・水位情報、既往出水状況、被災状況、復旧支援等） 

の共有化に関すること。 
        ２．迅速な水防関連情報の伝達に関すること。 
        ３．円滑かつ適切な水防活動の取組に関すること。 
        ４．合同河川巡視に関すること。 
        ５．情報伝達演習、ロールプレイング演習等の実施に関すること。 
        ６．ハザードマップ整備における支援及び情報交換に関すること。 
        ７．水防・防災に関する啓発活動に関すること。 
        ８．現状の水害リスク情報や取組状況の共有に関すること。 
        ９．円滑かつ迅速な避難、氾濫水の排水を実現するための取組、ダム運用の 

取組に関すること。 
        10．河川管理施設の整備に関すること。 
        11．減災対策のフォロ－アップに関すること。 
        12．その他本会の目的を遂行するため必要と認められる事項 
 
（組 織） 
 第４条 本会は別表－１に掲げる機関をもって組織する。 
        １．本会は、全体委員会、鈴鹿川委員会、雲出川委員会、櫛田川委員会、宮川

委員会（以下「委員会」と称する。）及び幹事会で構成する。 
    ２．本会は、必要に応じて専門的な知識を有する者等の出席を求め、意見等を

聴くことができる。 
 
                              第２章 役   員 
 
（役 員） 
  第５条 本会には次の役員を置く。 
        １．会  長  １ 名 
        ２．副 会 長  若干名 
        ３．委  員  若干名 



        ４．幹 事 長  １ 名 
        ５．副幹事長  １ 名 
        ６．幹  事  若干名 
 
（会 長） 
  第６条 会長は、本会を代表し会務を総轄する。 
        １．会長は、三重河川国道事務所長をもってこれにあてる。 
 
（副会長） 
  第７条 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときはその職務を代行する。 
        １．副会長は三重河川国道事務所副所長（事務）、三重県県土整備部施設災害 

対策課長及び市町村の代表者の中から会長が委嘱する。 
 
（委 員） 
  第８条 委員は会務を評議する。 
        １．委員は別表－２に掲げる者をもってこれにあてる。 
         
（幹事長） 
  第９条 幹事長は、幹事会を運営し本会の業務を処理する。 
        １．幹事長は三重河川国道事務所副所長（河川）をもってこれにあてる。 
 
（副幹事長） 
 第 10 条 副幹事長は幹事長を補佐し、幹事長に事故があるときはその職務を代行す

る。 
    １．副幹事長は三重県県土整備部施設災害対策水防対策班長をもってこれにあ 

てる。 
 
（幹 事） 
  第 11 条 幹事は、会務の企画立案及び相互の連絡調整にあたる。 
        １．幹事は別表－３に掲げる者をもってこれにあてる。 
 
（顧 問） 
 第 12 条 本会には、必要に応じ顧問を置くことができる。 
     １．顧問は、会長が委嘱し会長の諮問に答えるものとする。 
 
                              第３章 運   営 
 
（委員会） 
  第 13 条 本会の運営は、委員会の決議による。 
        １．委員会は、毎年出水期前及び会長が必要と認めたとき会長が招集する。 
                                    ※1 

        ２．委員会の議長は、会長がこれにあたる。 
 
           ※１ はん濫危険水位を超えた出水後、重大な被害が発生した時等。 
 



  (幹事会）                              
第 14 条 幹事会は、幹事長が必要と認めたとき幹事長が招集し、会務の企画立案に 

                   ※２ 

あたる。 
           ※２ はん濫危険水位を超えた出水後、重大な被害が発生した時等。 
 
（事務局） 
  第 15 条 本会の事務局は、三重河川国道事務所調査第一課内に置く。 
        １．事務局職員は、三重河川国道事務所調査第一課職員とする。 
        ２．事務局職員は、幹事長の指示を受け事務を処理する。 
 
                              第４章 そ の 他 
 
（規約の改正） 
  第 16 条 本規約の変更は、委員会の決議によらなければならない。 
 
（附 則） 
  第 17 条 この規約は平成１７年１０月２４日から実施する。 
                平成１８年 ６月２２日 一部改正 
                     平成１９年 ５月２８日 一部改正 
                     平成２０年 ５月３０日 一部改正 
                     平成２１年  ６月 ４日 一部改正 
                     平成２２年 ６月２２日 一部改正 
                     平成２３年  ５月２５日  一部改正 
                     平成２４年  ５月２９日  一部改正 
           平成２６年  ５月３０日  一部改正 
                     平成２７年  ５月２５日  一部改正 
            平成２８年 ４月２６日  一部改正  



別表－１ 
 
 
 国土交通省 三重河川国道事務所 
      〃        蓮ダム管理所 
    〃    気象庁津地方気象台  
 三 重 県  県土整備部 
   〃        四日市建設事務所   
   〃    鈴鹿建設事務所 
   〃        津建設事務所 
   〃    松阪建設事務所 
   〃        伊勢建設事務所 
   〃    四日市市    
   〃    鈴鹿市         
   〃    亀山市        
   〃        津     市         
   〃    松  阪  市        
   〃    伊  勢  市        
   〃    多  気  町       
      〃        明  和  町 
   〃    玉  城  町         
     
 
 
  



別表－２ 
 
 
 会   長 国土交通省三重河川国道事務所    事務所長 
 
 副 会 長 国土交通省蓮ダム管理所              管理所長（櫛田川水系） 
   〃   国土交通省三重河川国道事務所    副所長（事務）（全水系） 
     〃     三重県県土整備部施設災害対策課   課長（全水系） 
           
委   員 四日市建設事務所       建設事務所長（鈴鹿川水系） 

   〃   鈴鹿建設事務所              建設事務所長（鈴鹿川水系） 
   〃   津 建 設 事 務 所              建設事務所長（雲出川水系） 
   〃   松阪建設事務所             建設事務所長 （雲出川・櫛田川水系） 
   〃   伊勢建設事務所              建設事務所長（宮川水系） 
   〃   四 日 市 市            市長（鈴鹿川水系） 
   〃   鈴 鹿 市         市長（鈴鹿川水系） 
   〃   亀 山 市          市長（鈴鹿川水系） 
   〃      津 市         市長（雲出川水系） 
   〃   松 阪 市          市長（雲出川・櫛田川水系） 
   〃   伊 勢 市          市長（宮川水系） 
   〃   多 気 町          町長（櫛田川水系） 
      〃      明 和 町           町長（櫛田川水系） 
   〃   玉 城 町         町長（宮川水系） 
   〃   国土交通省気象庁津地方気象台 台長（全水系） 
      〃   国土交通省三重河川国道事務所 副所長（河川）（全水系） 
 
鈴鹿川委員会 

   三重河川国道事務所長、三重県県土整備部施設災害対策課長、四日市建設事務所長、 
鈴鹿建設事務所長、四日市市長、鈴鹿市長、亀山市長、気象庁津地方気象台長 

     
  雲出川委員会 
    三重河川国道事務所長、三重県県土整備部施設災害対策課長、津建設事務所長、 

松阪建設事務所長、津市長、松阪市長、気象庁津地方気象台長 
       
  櫛田川委員会 
    三重河川国道事務所長、蓮ダム管理所長、三重県県土整備部施設災害対策課長、 

松阪建設事務所長、松阪市長、多気町長、明和町長、気象庁津地方気象台長 
       
  宮川委員会 
    三重河川国道事務所長、三重県県土整備部施設災害対策課長、伊勢建設事務所長、   

伊勢市長、玉城町長、気象庁津地方気象台長 
 
 
 
 



別表－３ 
 
 
 幹 事 長   国土交通省三重河川国道事務所   副所長（河川） 
 
 副幹事長    三重県県土整備部施設災害対策課  水防対策班長 
 
 
 幹   事      〃  四日市建設事務所            保全室長 
      〃      〃 鈴鹿建設事務所       保全室長      
   〃      〃 津建設事務所        保全室長        
     〃            〃  津建設事務所        ダム管理室長 
      〃            〃  松阪建設事務所              保全室長 
   〃      〃 松阪建設事務所       ダム管理室長      
   〃      〃 伊勢建設事務所       保全室長      
     〃     四 日 市 市          担当課長      
   〃     鈴  鹿  市          担当課長      
   〃     亀  山  市          担当室長      
   〃          津     市          担当室長      
   〃     松  阪  市          担当課長      
      〃     伊  勢  市          担当課長      
   〃     多  気  町          担当課長      
   〃      明  和  町                   担当課長      
   〃     玉  城  町          担当課長      
      〃          国土交通省気象庁津地方気象台      防災管理官 
      〃          国土交通省蓮ダム管理所         専門官 
   〃     国土交通省三重河川国道事務所   河川管理課長 
   〃        〃             調査第一課長      
   〃        〃             工務第一課長             
   〃        〃             計画課長      
   〃        〃             河川占用調整課長  
   〃        〃             防災課長     
   〃        〃             鈴鹿出張所長      
   〃        〃                          雲出川出張所長    
   〃        〃                          櫛田川出張所長    
   〃            〃                          宮川出張所長      
                                                                     



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

機密性２情報

平成27年9月 鬼怒川決壊の概要 

資料1



機密性２情報
鬼怒川流域の概要 

中部地方整備局 
河川部  

1

○ 流域面積1,761㎞2、幹川流路延長176.7㎞。 
 

○ 上流の4ダムにより洪水調節を行っている。中流域には宇都宮市、小山市等の市街地が広
がり、JR東北新幹線、東北自動車道等の基幹交通が横断している。 



機密性２情報
平成27年9月関東・東北豪雨について 

中部地方整備局 
河川部  

2

○ 台風第18号及び台風から変わった低気圧に向かって南から湿った空気が流れ込んだ影響
で、記録的な大雨となった。 
 

○ 9月10日から11日にかけて、関東地方や東北地方では、統計期間が10年以上の観測地点
のうち16地点で、最大24時間降水量が観測史上最多を更新した。 



機密性２情報
平成27年9月関東・東北豪雨に係る被害状況 

中部地方整備局 
河川部  

3

１．人的被害の状況（消防庁10月2日18：00時点） 
 

■死者8名（栃木県鹿沼市、日光市、栃木市、茨城県常総市2名、境町、宮城県栗原
市2名） 

 
２．所管施設の状況（10月5日9：00時点） 
 

■河川（19河川で堤防決壊、67河川で氾濫等の被害発生） 
【国管理河川】 

• 利根川水系鬼怒川において堤防が決壊し、鳴瀬川水系吉田川、荒川水系
都幾川等5河川において、越水等による浸水被害が発生。 
 

【都道府県管理河川】 
• 宮城県管理の鳴瀬川水系渋井川等18河川において堤防が決壊し、宮城県、

福島県、茨城県、栃木県を中心に62河川で浸水被害が多数発生。 
 

■土砂災害 
• 17都県において177箇所の土砂災害発生。 

○19河川で堤防決壊、67河川で氾濫等の被害が発生した。 



機密性２情報
鬼怒川における被災箇所 

中部地方整備局 
河川部  

4

○ 河川の流下能力を上回る洪水となり、常総市三坂町地先（左岸21.0k）で堤防が決壊し、若
宮戸（わかみやど）地先（左岸24.75km）で溢水するなど多くの被害が発生した。 

◎ 
 

川
島
水
位
流
量
観
測
所 



機密性２情報
鬼怒川における浸水状況 

中部地方整備局 
河川部  

5

○ 常総市三坂町地先（鬼怒川左岸21.0㎞付近）における堤防決壊等に伴う氾濫により、常総
市の約1/3の面積に相当する約40㎢が浸水し、常総市役所も孤立した。 



機密性２情報
避難の遅れと浸水による多数の孤立者の発生 

中部地方整備局 
河川部  

6

○ 宅地及び公共施設等の浸水が概ね解消するまでに10日を要した。 
○ 避難の遅れ等により、多くの住民が孤立し、約4,300人が救助された。 



機密性２情報
TEC-FORCE活動（排水ポンプ車等による大規模な排水作業） 

中部地方整備局 
河川部  

7

○堤防決壊の当日（9月10日）から排水開始。全国の地方整備局の応援により、日最大51台 
 のポンプ車を投入。約780万m³（東京ドーム約６杯分）を排水。 
○10日間（9月19日）で宅地及び公共施設等の浸水が概ね解消。 



機密性２情報
洪水予報及びホットラインによる情報提供 

中部地方整備局 
河川部  

8

○ 河川水位の状況や今後の見通しに関する洪水予報を行うとともに、下館河川事務所長か
ら常総市長へ、ホットライン（電話連絡）により、水位等の河川情報を提供した。 

1:40 避難
準備情報

①

4:00 
避難勧告

②

9:25 
避難指示

③

13:08 
避難指示

④



機密性２情報
常総市における避難勧告・避難指示の発令状況 

中部地方整備局 
河川部  

9

○ 鬼怒川の堤防が決壊する時刻（10日12:50）までに、避難指示が発令されない地区があっ
た。 

①

②

③

④



機密性２情報
常総市からの避難 

中部地方整備局 
河川部  

10

○ 鬼怒川の堤防決壊・溢水を受けて、多数の避難者が発生した。 
○ 交通渋滞により、市内の避難場所への避難が困難となったことから、隣接市に依頼し、避

難場所を設定した。 



機密性２情報
水防活動の状況 

中部地方整備局 
河川部  

11

○ 平成27年関東・東北豪雨では、各地において水防活動が実施された。 
○ 多くの箇所で、河川堤防周辺の漏水、溢水、内水氾濫が生じたほか、避難の呼びかけや

誘導等も実施する必要があったため、全ての箇所で土のう積み等を実施することはできて
いない。 



水防災意識社会 再構築ビジョン 

資料2 



水防災意識社会 再構築ビジョン 
関東・東北豪雨を踏まえ、新たに「水防災意識社会再構築ビジョン」として、全ての直轄河川とその沿川市町村
（109水系、730市町村）において、平成32年度目途に水防災意識社会を再構築する取組を行う。

＜ソフト対策＞・住民が自らリスクを察知し主体的に避難できるよう、より実効性のある「住民目線のソフト対策」
へ転換し、平成28年出水期までを目途に重点的に実施。

＜ハード対策＞・「洪水を安全に流すためのハード対策」に加え、氾濫が発生した場合にも被害を軽減する
                   「危機管理型ハード対策」を導入し、平成32年度を目途に実施。

排水門

主な対策 各地域において、河川管理者・都道府県・市町村等からなる協議会等を新たに設置して
減災のための目標を共有し、ハード・ソフト対策を一体的・計画的に推進する。

A市

B市

C町

D市

対策済みの堤防

氾濫ブロック
家屋倒壊等氾濫想定区域※

＜危機管理型ハード対策＞     ＜危機管理型ハード対策＞

○越水等が発生した場合でも決壊までの時
間を少しでも引き延ばすよう堤防構造を
工夫する対策の推進

天端のアスファルト等が、
越水による侵食から堤体を保護
（鳴瀬川水系吉田川、

 平成27年9月関東・東北豪雨）

＜被害軽減を図るための堤防構造の工夫（対策例）＞ 

対策済みの堤防

＜住民目線のソフト対策＞

○住民等の行動につながるリスク
情報の周知

・立ち退き避難が必要な家屋倒壊等氾
濫想定区域等の公表

・住民のとるべき行動を分かりやすく示
したハザードマップへの改良

・不動産関連事業者への説明会の開催

○事前の行動計画作成、訓練の
促進

・タイムラインの策定

○避難行動のきっかけとなる情報
をリアルタイムで提供

・水位計やライブカメラの設置

・スマホ等によるプッシュ型の洪水予報
等の提供

＜洪水を安全に流すためのハード対策＞

○優先的に整備が必要な区間において、
堤防のかさ上げや浸透対策などを実施

横断図

※ 家屋の倒壊・流失をもたらすような堤防決壊
に伴う激しい氾濫流や河岸侵食が発生する
ことが想定される区域 1



住民目線のソフト対策

○水害リスクの高い地域を中心に、スマートフォンを活用したプッシュ型の洪水予報の配信など、住民が
自らリスクを察知し主体的に避難できるよう住民目線のソフト対策に重点的に取り組む。

○立ち退き避難が必要な家屋
倒壊等氾濫想定区域等の公表

⇒平成28年出水期までに
 水害リスクの高い約70水系、
 平成29年出水期までに
 全109水系で公表

リスク情報の周知

スマホ等で取得

ライブカメラ 

自分のいる場所の近傍の情報

自分のいる場所

詳細な雨量情報

河川水位

洪水予報等の情報を
プッシュ型で配信

家屋倒壊等氾濫想定区域

○ 避難に着目したタイム
ラインの策定 

○ 首長も参加するロール
プレイング形式の訓練 

○不動産関連事業者への説
明会の実施

⇒水害リスクを認識した不動産 
売買の普及等による、水害リス
クを踏まえた土地利用の促進

事前の行動計画、
訓練

避難行動のきっかけとなる情報を
リアルタイムで提供

⇒平成28年出水期までに
 水害リスクの高い約400市町村
 平成32年度までに
 全730市町村で策定

⇒・平成28年夏頃までに洪水に対しリスクが高い区間において
水位計やライブカメラを設置

 ・平成28年出水期からスマートフォン等によるプッシュ型の洪
水予報等の配信を順次実施

○住民のとるべき行動を分かり
 やすく示したハザードマップ
 への改良
⇒「水害ハザードマップ検討委員会」
 にて意見を聴き、平成27年度内を
 目途に水害ハザードマップの
 手引きを作成

2



パイピング、法すべり 
↓ 

漏水対策（浸透含む） 

Ｌ＝約３６０ｋｍ（堤防への浸透対策） 
Ｌ＝約３３０ｋｍ（パイピング対策） 

流下能力不足 
↓ 

堤防整備・河道掘削 

Ｌ＝約７６０ｋｍ 

水衝・洗掘 
↓ 

侵食・洗掘対策 

Ｌ＝約１１０ｋｍ 

・河床が深掘れしている箇所や水衝部
等、 河岸侵食・護岸欠損のおそれが
ある箇所 

・堤防高が低い等、当面の目標 に対して
流下能力が不足している箇所 

   （上下流バランスを確保しながら実施） 
 

優先的に対策を実施する区間Ｌ＝約１，２００ｋｍ 

・過去の漏水実績箇所等、浸透により
堤防が崩壊するおそれのある箇所 

・旧河道跡等、パイピングにより堤防が
崩壊するおそれのある箇所 

関東・東北豪雨の 
被災写真 

（漏水、パイピング
） 

※各対策の延長は重複あり 

鳴瀬川支川吉田川（宮城県） 利根川支川鬼怒川（茨城県） 

平成27年9月関東・東北豪雨を踏まえて設定した、堤防整備・河道掘削等の流下能力向上対策、浸透

・パイピング対策、侵食・洗掘対策に関し、優先的に対策が必要な区間約１，２００kmについて、平成３２

年度を目途に、今後概ね５年間で対策を実施。 

阿武隈川支川荒川（福島県） 

洪水を安全に流すためのハード対策 
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氾濫リスクが高いにも関わらず、当面の間、上下流バランス等の観点から堤防整備に至らない区間な

ど約１，８００kmについて、決壊までの時間を少しでも引き延ばすよう、堤防構造を工夫する対策を平成

３２年度を目途に、今後概ね５年間で実施。

粘性土粘性土粘性土
砂質土

粘性土

表土 表土

砂質土
粘性土

 堤防天端をｱｽﾌｧﾙﾄ等で保護し、堤防への雨水の浸透を

抑制するとともに、越水した場合には法肩部の崩壊の進行

を遅らせることにより、決壊までの時間を少しでも延ばす

堤防天端の保護 堤防裏法尻の補強

 裏法尻をブロック等で補強し、越水した場合には深

掘れの進行を遅らせることにより、決壊までの時間を

少しでも延ばす

堤防裏法尻をブロック等で補強
 堤防天端をアスファルト等で保護した堤防では、
ある程度の時間、アスファルト等が残っている。

アスファルト等

※ 具体的な工法については検討中 

対策を実施する区間Ｌ＝約１，８００ｋｍ ※各対策の延長は重複あり 

約１，３１０km 約６３０km

粘性土

危機管理型ハード対策
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大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方 答申 
～ 社会意識の変革による「水防災意識社会」の再構築 ～ 

○対応すべき課題 

• 家屋倒壊等氾濫想定区域等、立ち退き避難が必要な区域を表示する
など、避難行動に直結したハザードマップに改良 

• 広域避難等の計画づくりを支援する協議会等の仕組みの整備 
• スマートフォン等を活用したプッシュ型の河川水位情報の提供 等 

 

○危機管理型ハード対策の導入 ○住民目線のソフト対策への転換 

 的確な水防活動の推進 

 円滑かつ迅速な避難の実現 

 水害リスクを踏まえた土地利用の促進 

• 水防体制を確保するための自主防災組織等の水防活動への参画 等 
 

• 越水等が発生した場合でも決壊までの時間を
少しでも引き延ばすよう堤防構造を工夫する
対策の推進 

• 堤防構造の工夫や氾濫水を速やかに排水する
ための排水対策等の「危機管理型ハード対策
」とソフト対策を一体的・計画的に実施する
ための仕組みの構築 等 • 開発業者や宅地の購入者等が、土地の水害リスクを容易に認識する

ため、様々な場所での想定浸水深の表示 
• 不動産関連事業者への洪水浸水想定区域の説明会等の開催 等 

 危険な区域からの立ち退き避難  水防体制の弱体化 
 住まい方や土地利用における水害リスクの認識の不足 
 「洪水を河川内で安全に流す」施策だけで対応することの限界 

 市町村・住民等の適切な判断・行動 
 市町村境を越えた広域避難 

○行政・住民・企業等の各主体が水害リスクに関する知識と心構えを共有し、氾濫し
た場合でも被害の軽減を図るための、避難や水防等の事前の計画・体制、施設によ
る対応が備えられた社会を目指す。 

 これまでの河川管理者等の行政目線のものから住民目線のもの
へと転換し、利用者のニーズを踏まえた真に実戦的なソフト対策
の展開を図る 

 従来の「洪水を河川内で安全に流す」対策に
加え、氾濫した場合にも被害を軽減する「危機
管理型ハード対策」を導入する 

 減災のための危機管理型ハード対策の導入 

み ず ぼ う さ い  参考 
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現状の水害リスク情報や取組状況の共有 
【宮川水系】 

資料３ 



（１）現状の水害リスク情報 

1 



過去の被害情報 

【主要災害】 

昭和５７年８月３日洪水 
勢田川浸水 

平成１６年９月２９日出水 
宮川4.9k付近 近鉄宮川橋梁 

原因 概要・被害等

明治18年7月 (1885) -
昼田村（現玉城町）の堤防が切れ8戸20棟が流出し19人の溺死者があり、田畑100余町歩が
河原となった。(出典：宮川用水史)

明治37年7月 (1904) -
暴風雨により日降水量135.7mmを記録、県下に大被害を与えた。宮川の出水量明治18年来
の高点に達した。宮川橋（伊勢市）、船木橋（大台町）、馬瀬橋（伊勢市）等の橋が流出
（出典：宮川用水史）

昭和13年8月 (1938) 低気圧
宮川下流、城田村（現伊勢市）、御薗村（現伊勢市）及び宇治山田市（現伊勢市）付近での
堤防決壊による浸水が発生。

昭和34年9月 (1959)
台風15号
（伊勢湾台風）

伊勢市で公共施設、人家の被害は激しく、被災者は9万人に達した。（出典：三重県河川国道
事務所資料）

昭和49年7月 (1974)
台風8号
（七夕豪雨）

被災家屋数14,149戸、浸水面積3,051ha

昭和57年7月 (1982) 台風１０号 被災家屋数2,527戸、浸水面積974ha

平成2年9月 (1990) 台風１９号 被災家屋数76戸、浸水面積0.5ha

平成6年9月 (1994) 台風２６号 被災家屋数99戸、浸水面積105ha

平成10年5月 (1998) 低気圧 被災家屋数22戸、浸水面積3.2ha

平成16年9月 (2004) 台風２１号 被災家屋数303戸、浸水面積174ha

平成23年9月 (2011) 台風１２号 被災家屋数196戸、浸水面積316ha

発生年月日

昭和４９年７月７日洪水 
JR伊勢市駅前 浸水 2 



昭和34年（伊勢湾台風）破堤実績 

堤防決壊 

凡 例 

× 

× 
× 

× 

※資料が古いため決壊箇所等、正確でない可能性があります 

出典：伊勢湾台風災害誌S36.6（三重県） 

※現在の管内図に大凡の位置をプロットしたもの 
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昭和49年7月（台風8号及び集中豪雨（七夕災害）） 

伊勢市駅前 

勢田川姫之橋の被災状況 

車の水没状況（伊勢市） 

凡例 
 

              勢田川浸水区域 
        
        勢田川流域界 
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過去の被害実績 

姫乃橋被災   S49 

漏水（岩出）     H16 

宮川本川 

勢田川 

大湊川 

五十鈴川 

S49 

S13 

S25 

H16 

S25 

○ 

× 

△ 橋梁被災 

漏   水 

堤防決壊 

凡 例 

× 

○ 

× 

× 

漏水（岩出）     H16 

漏水（岩出）     H16 

△ 

5※資料が古いため決壊箇所等、正確でない可能性があります 



187  

136  
158  162  

121  

177  

133  
153  149  

181  
198  

221  

186  

155  

288  

226  

331  

277  
264  

0

50

100

150

200

250

300

350

北
勢
（
阿
下
喜
） 

桑 
 
 
 

名 

四 

日 

市 

亀 
 
 
 

山 

上 
 
 
 

野 

笠 

取 

山 

津 白 
 
 
 

山 

小 
 
 
 

俣 

粥 
 
 
 

見 

鳥 
 
 
 

羽 

藤 

坂 

峠 

南
伊
勢
（
旧
・
南
勢
） 

阿 
 
 
 

児 

宮 
 
 
 

川 

紀
伊
長
島 

尾 
 
 
 

鷲 

御 
 
 
 

浜 

熊
野
新
鹿 

宮川流域の降雨の特性 

県の年降水量(mm) 

出典：三重県勢要覧(平成28年刊）三重県のあらまし 
   土地・気象より抜粋 

観測所別年平均月降水量の10ヶ年平均 

出典：三重県累年統計表「観測所別年降水量（昭和28年～）」を 
   元に三重河川国道事務所にて作成 
※対象期間は平成18年～平成27年 
※欠測・資料不足があった観測所は作成対象外とした 

(mm) 
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【宮川の治水計画の考え方】 

【堤防の整備状況と今後の主な整備内容】 

・宮川の現治水計画は、「３８１ｍｍ/１２時間」の降雨を対象として、１００年に１回程度発 
 生する洪水（岩出：７，６００ｍ３／ｓ）を安全に流下させることが目標。（河川整備基本 
 方針） 
・宮川の大臣管理区間における当面の整備目標は、概ね３０年を目途に、戦後第２位（平成１ 
 ６年９月洪水）の流量を記録した洪水と同規模の流量（岩出：７，３００ｍ３／ｓ）を安全  
 に流下させる計画。（河川整備計画） 

・ 宮川の計画降雨３８１ｍｍ/１２時間は流域平均雨量であり、雨の降り方によって洪水の発生状況
も変わってくるため、一概に総雨量だけで堤防決壊の可能性について言及は出来ない。 

※ 宮川の堤防整備率は約60％（H27.3月末現在）。今後、堤防整備の促進を図るとともに、 
  河道掘削を実施し、整備計画流量を安全に流下させる断面確保が必要。 

※ ハード・ソフトの連携、既存ストックの 有効活用等、一体的な水害等対策を推進。  

※ 平常時、出水期前・台風期・出水後に 施設点検を実施し、異常の有無を確認した後、 
  必要な対策を実施。 

河川名 計画安全度 基準地点
基本高水の
ピーク流量

（m3/s）

洪水調節施設に
よる洪水調節量

（m3/s）

河道への配分量
（m3/s）

備考

最終目標

（河川整備基本方針）
岩出 8,400 800 7,600

段階整備

（河川整備計画）
岩出 － 500 7,300

平成16年9月洪水対応

戦後第2位流量

宮川
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氾濫シミュレーション 

9 9

宮川の浸水想定区域図は概ね100年に1回程度発生する洪水により、宮川が氾濫した場合に想定される浸水の状
況を、シミュレーションにより求めたもので、三重河川国道事務所のホームページで公開中。 
（http://www.cbr.mlit.go.jp/mie/river/inundation/index_miyagawa.html） 
現在、想定し得る最大規模の降雨を前提とした洪水浸水想定区域図を作成中であり、平成28年度内公表予定。 

8

http://www.cbr.mlit.go.jp/mie/river/inundation/index_kumozugawa.html


重要水防箇所 

水防関係者が、洪水時の巡視を行う際に効率的な点検が実施できるよう、予め堤防の高さや堤防の幅、過
去の漏水等の実績などから水防上、重要な区間を定めたもの。 

重要度Ａ、Ｂの中から総合的
に判断して、水防時に重点的
に監視又は巡視すべき区間
を重点区間として設定。 
※過去の経験から注意を要
する区間を要注意箇所として
設定。 

重要水
防箇所 

重要度Ａ 
 水防上最も重要な区間 
重要度Ｂ 
 水防上重要な区間 

重要水防箇所図(工作物以外） 
重要度Ａ・重要度B 

重要水防箇所図(重点区間・要注意区間） 
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（２）現状の減災に係る取組状況等 
①情報伝達、避難計画等に関する事項 

10 



洪水予報（１） 

・水防法及び気象業務法に基づき国土交通省と気象庁が共同して実施。 
・洪水予報作業のうち、主として気象状況に関する部分は津地方気象台、水文状況に関する部 
 分は三重河川国道事務所が担当し、双方密接な連絡協議のうえ発表。 

◆連絡系統図 

国土交通省 
三重河川国道事務所 

調査第一課 

国土交通省 
中部地方整備局 
水災害予報ｾﾝﾀｰ 

三重県県土整備部 
施設災害対策課 

種類 情報名 発表基準

・氾濫注意水位に到達し、さらに水位の上昇が見込まれるとき

・氾濫注意水位以上で、かつ避難判断水位未満の状態が継続し
　ているとき

・避難判断水位に到達したが、水位の上昇が見込まれないとき

・氾濫危険水位に到達すると見込まれるとき

・避難判断水位に到達し、氾濫危険水位に到達すると見込まれ
　るとき
・避難判断水位に到達し、さらに水位の上昇が見込まれるとき

・氾濫危険情報を発表中に、氾濫危険水位を下回ったとき（避
　難判断水位を下回った場合を除く）
・避難判断水位を超える状態が継続しているとき（水位の上昇
　の可能性がなくなった場合を除く）

・氾濫危険水位に到達したとき

・氾濫危険水位を超える状態が継続しているとき

・氾濫が発生したとき

・氾濫が継続しているとき

・氾濫危険情報又は氾濫警戒情報を発表中に、避難判断水位を下
　回った場合（氾濫注意水位を下回った場合を除く）
・氾濫警戒情報発表中に、水位の上昇が見込まれなくなったとき
　（氾濫危険水位に達した場合を除く）

「洪水注意報解除」 「氾濫注意情報解除」
・氾濫危険情報、氾濫警戒情報又は氾濫注意情報を発表中に、氾
　濫注意水位を下回り、氾濫のおそれがなくなったとき

「洪水警報(発表)」
又は
「洪水警報」

「はん濫発生情報」
又は
「氾濫発生情報
（氾濫水の予報）」

　　　　注１：予報区域に複数の基準観測所がある場合（鈴鹿川、雲出川、櫛田川）は、いずれかの基準観測所で
　　　　　　　 発表基準となった場合に発表（切替を含む。）を行うこととし、最も危険度の高い基準観測所の水位を
　　　　　　　 基に、種類及び情報名を選定するものとする。

　　　　注２：堤防の損傷等により、氾濫のおそれが高まったと判断できる場合には、双方が協議した上で、この
　　　　　　　 表によらずに洪水予報を発表することができる。

「氾濫危険情報」

「氾濫警戒情報」

「氾濫注意情報」

「氾濫注意情報
(警戒情報解除）」

「洪水注意報(発表)」
又は
「洪水注意報」

「洪水注意報
（警報解除）」

◆洪水予報の種類等と発表基準 

気象庁 
津地方気象台 

(財)河川情報センター 
  名古屋センター 

三重県警察本部警備部 
警備第二課 

伊勢建設事務所 

国土交通省 
三重河川国道事務所 

宮川出張所 

陸上自衛隊 
第三十三普通科連隊 

第二科 

伊勢市、玉城町 

東日本電信電話 ㈱  
西日本電信電話 ㈱                                     

（警報のみ） 

総務省消防庁 

報道機関等 

気象庁 
名古屋地方気象台 

予報課 

日本放送協会 
津放送局 

三重県防災対策部             
  災害対策課 

共
同
発
表
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基準水位観測所と水防受け持ち区間 

岩出水位観測所 

氾濫危険水位  ：9.20ｍ 
避難判断水位  ：8.20ｍ 
氾濫注意水位  ：5.00ｍ 
水防団待機水位：4.20ｍ 

洪水予報（２） 

避難勧告の発令判断の目安となる氾濫危険情報の発表等の洪水予報を実施。 
○洪水予報等の防災情報の持つ意味や防災情報を受けた場合の対応について、予め共有しておく必要。 
○氾濫危険水位は、受け持ち区間内の危険水位において氾濫がはじまる水位を基準水位観測所の水位に換算 
し、避難に必要な時間を考慮して設定。 
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住民等への情報伝達の体制や方法（三重河川国道事務所ホームページ） 

○災害時、地域の皆様が自衛の防災 
行動をとる際などに役立つ、雨量・水
位及び河川・海岸などのライブ映像を
インターネットを通じ公開。 

ライブカメラ 

川の防災情報（河川水位） 

浸水想定区域図（氾濫の危険性） 

三重河川国道事務所 
ＨＰトップページ 

河川事業ページでは、上の浸水
想定区域図のほか、重要水防箇
所、現場（出張所）からのお知ら
せなど、河川事業に係る情報を
公開しています。 

XRAIN（レーダー雨量） 

中部地方 H28.7.9 
10:29観測 

中部地方 H28.7.9 
10:29観測 
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対象地域周辺の情
報が集約される。 

対象観測所の選
択。 

河川の水位 

住民等への情報伝達の体制や方法（「川の防災情報」のリニューアル） 

・全国の河川の水位等の情報をリアルタイムで提供する「川の防災情報」がH28.3.28にリニューアル。 
・各市町を選択することで、市町周辺の水位、雨量、レーダー雨量、河川沿いのカメラ映像、洪水浸水想定 
 区域図について簡単に確認が可能。 
・また、ＧＰＳ機能を活用し、現在位置周辺の雨や川の水位などの情報を迅速に把握できるスマートフォン 
 用のサイトが新設。 
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住民等への情報伝達の体制や方法（地上デジタルデータ放送） 

・地域住民の適切な避難行動に役立ててもらうために、雨量や川の水位などの情報を
各放送局と協力して地上デジタルテレビのデータ放送で提供。身近な情報入手ツール
として、活用促進のための広報を実施。 

①デジタルテレビリモコンの「d」ボタンを押しま
す。 

１ ２ ３ 

４ ５ ６ 

７ ８ ９ 

10 11 12 

⋀ 
 
⋁ 

＋ 
 
－ 

放送中の画面 

放送中の画面 

放送中の画面 

②テレビ画面の防災・生活情報を選択します。 

④河川の水位・雨量情報が表示されます。 

③テレビ画面の河川水位・雨量情報を選択します。 
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住民等への情報伝達の体制や方法（ハザードマップポータルサイト） 

各市町村が作成したわがまちハザードマップや、地図や空中写真に、浸水想定区域や道路情
報、危険箇所などを重ねて閲覧することができる重ねるハザードマップのポータルサイト。 

重ねるハザードマップの表示例 ※事例は洪水浸水想定区域、土砂災害危険箇所、道路冠水想定箇所、事前通行規制区間、緊急輸送道路を重ねたもの 
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住民等への情報伝達の体制や方法（住民以外の情報伝達のあり方） 

17 

2,004,564 

677,513 754,265 

531,764 
671,876 

438,752 448,333 

668,406 
572,705 613,501 

737,147 
588,339 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 

24,329 
21,791 

28,488 

23,094 

27,280 

21,524 

25,488 

35,019 

26,510 
28,093 28,891 

25,682 

0

10,000

20,000

30,000

40,000
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神宮【内宮・外宮の計】参拝者数(月別)※H18～H27の10ヶ年平均 

(人) 

(人) 

出典：平成27年伊勢市観光統計【資料編】を元に三重河川国道事務所にて作成 

伊勢市（二見町除く）宿泊者数（月別）※H18～H27の10ヶ年平均 

※平成27年から伊勢旅館組合加入施設以外の宿泊施設も含んでいる。 
 また、平成27年は前年と比較して回収率が向上している。 



（２）現状の減災に係る取組状況等 
②水防に関する事項 
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水防団との連携強化（重要水防箇所の合同巡視） 

・出水時、水防上特に注意を要する箇所（＝重要水防箇所）は河川整備状況を鑑み毎年見直しを実施。 
・沿川自治体職員、水防団、消防団員と重要水防箇所等の情報共有を図るため、合同巡視を実施し、連携強 
  化を図る。 

【 平成28年6月20日 宮川合同巡視状況】 【 平成28年6月20日 宮川合同巡視 状況】 

■平成２８年度開催状況 

日付 名称 参加者

6/20（月） 宮川合同巡視
三重県、伊勢市消防団、伊勢市、玉城町消防団
、玉城町等
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・水防資機材については、水防管理団体
が水防倉庫等に備蓄しているが、河川管
理者が持つ資機材も、水防計画に基づき
緊急時に提供。 
・水防団等と河川管理者が連携して的確
な水防活動を推進するため、資機材に係
る情報共有し、適切な配置の検討・対策
等を実施。 

水防資機材の整備状況 
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（２）現状の減災に係る取組状況等 
③氾濫水の排除、施設運用等に関する事項 
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災害対策用機械による災害支援の取組み 

中部地方整備局では、地方公共団体からの依頼に基づき、保有する災害対策用機械を
派遣するなど災害支援を実施。 

対策本部車 

衛星通信車 

排水ポンプ車 照明車 

応急組立橋 

待機支援車 

橋梁点検車 

H28.4.1時点（単位：台） 

対策
本部車

待機
支援車

排水
ポンプ車

照明車
橋梁

点検車
応急

組立橋
衛星

通信車
分解型
ﾊﾞｯｸﾎｳ

合計

8 7 36 34 3 5 6 2 101
1 2 8 8 0 1 1 0 21

三重河川国道事務所 1 0 4 3 0 0 1 0 9
三重県内

整備局

配置先
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災害対策用機械の操作訓練 

災害時に災害対応用機械を速やかに出動させ、現場で早急に応急復旧を円滑かつ確実に実施
できるよう、協定を締結している各建設業協会会員及び関係機関の職員を対象に、災害対策
用機械の操作訓練を実施。 

日 時：７月１２日（火） ９:３０～１５:３０ 
場 所：松阪市早馬瀬町 櫛田川河川敷（櫛田橋右岸上流河川敷）       
訓練対象：機械（排水ポンプ車、照明車、衛星通信車、対策本部車、Ｋｕ－ＳＡＴⅡ） 
訓練内容：排水ポンプ車（排水ポンプ設置、実排水作業、撤収）、照明車（設置展開、点灯、撤収）、 
     衛星通信車 Ku-SATⅡ（テレビ会議） 
参加機関：ＡＭ 三重県建設業協会 29名 
     ＰＭ 自治体 13名 内訳：三重県３名、津市３名、明和町１名、尾鷲市３名、紀北町１名、紀宝町２名、 
        国交省  6名 内訳：三重河川国道事務所２名、紀勢国道事務所２名、木津川上流河川事務所２名    
        国交省説明スタッフ １８名 

■H28年度開催事例 

排水ポンプ車訓練状況 

衛星通信車 照明車訓練状況 

対策本部車 排水ポンプ車訓練状況 

照明車訓練状況 
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（２）現状の減災に係る取組状況等 
④河川管理施設の整備に関する事項 

24 



堤防等河川管理施設の点検等の取組み 

・通常巡視、施設点検、出水期前の自治体職員や消防団との合同巡視、出水時巡視等を行い、早期の変状箇所、 
洪水に対してリスクの高い箇所を把握。 

【合同巡視】毎年6月まで、洪水時に特に注意すべき箇所
について、自治体職員と合同で巡視を実施。 

【堤防徒歩点検】台風期までに、堤防や護岸などの損傷箇所の
有無についての点検を実施。 

出水期前の事前対応 

【施設点検】出水期までに、堤防や護岸などの損傷箇所
の有無についての点検を実施。 

【通常巡視】平常時、定期的に河道・河川管理施設の状態把
握等を目的に河川を巡視する（河川管理者が実施）。 
 
【出水時巡視】洪水時、氾濫注意水位を超えた時点で、河川
管理施設の異常の有無や河川状況の確認をするために巡
視を実施する（河川管理者が実施） 
 
【水防活動】洪水時、出動水位を超えた時点で、堤防の状態
を確認するために巡視を行い、異常が確認された場合、土の
う積等の措置を行い、被害を未然に防止・軽減するための水
防活動を実施する。 

出水期中の対応 

H27合同巡視状況 

H27施設点検状況 H27施設点検状況 25 



27 

洪水を安全に流すためのハード対策 

※内、宮川は約3km 

「水防災意識社会 再構築ビジョン」における今後概ね5 年間で実施する主な河川整備（H27.12.24中部地方整備局記者発表） 

26 

※内、宮川は約1km 

※内、宮川は約1km 
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危機管理型ハード対策 

「水防災意識社会 再構築ビジョン」における今後概ね5 年間で実施する主な河川整備（H27.12.24中部地方整備局記者発表） 

※内、宮川は0.2km 

※内、宮川は0.2km 27 



減災のための目標（案）及び取組方針について 
【宮川水系】 

資料４ 



【減災のための主な課題】  

○避難勧告・指示を発令するタイミング 
○避難勧告・指示を発令する地区の順序（一括発令 or 段階発令） 
○防災情報の伝達手段（一般企業者にも情報を） 
○地域住民の防災意識の向上（水害に対する危険度の認識） 
○堤防が決壊した際の避難計画 （タイムライン精度向上、地域のルール化など） 
○水害に対する訓練（水防訓練、情報伝達、復旧方法、排水訓練 等） 
 
 
 

 

1 

減災のための目標（案）について 

宮川における水害の主な特徴 

 
① 三重県における戦後の主な気象災害 
 →宮川流域では台風性及び前線性の大雨で被害をもたらせていることが多い。 
② 多雨地域 
 →宮川流域は大台ヶ原を源流に持つ全国でも有数の多雨地域であり、降雨は一気に流出する可

能性がある。 
③ 支川の内水氾濫 
 →勢田川の流下能力不足に加えて、他支川の内水氾濫もあり、伊勢市の大半が浸水した実績が 
  ある。 
④ 観光客への対応 
 →伊勢市には年間を通して多数の観光客が訪れるため留意が必要。 
⑤ 水害に対する住民意識 
 →宮川では、勢田川の氾濫や中流部右岸無堤部からの浸水はあったものの、昭和49年以降、大

規模な水害を長年経験していないなど、地域住民や行政、消防団員等でも当時の状況を知ら
ない方が増え、防災意識が希薄になっている可能性がある。 



減災のための目標（案）について 

減災のための目標（案） 
■５年間で達成すべき目標 
宮川水系の大規模な水害に対し、現在の治水施設整備を鑑み、「住民の防災意識 
の向上」、 「逃げ遅れゼロ」 、「社会経済被害の最小化」を目指す 

※大規模な水害    ：想定し得る最大規模の降雨に伴う洪水（越水・浸食・洗掘）による氾濫被害 
※逃げ遅れ      ：立ち退き避難が必要なエリアからの避難が遅れ孤立した状態 
※社会経済被害の最小化：大規模な水害による社会経済被害を軽減し、早期に再開できる状態 

■上記目標達成に向けた取組 

河川管理者が実施するハード対策（※）に加え、以下の取組を実施。 
 

  
１．迅速な避難と被害の最小化に向けた地域住民の防災意識向上のための取組 
２．避難行動の確実化に向けた迅速かつ的確な情報提供を行うための取組 
３．洪水氾濫による被害の軽減のための迅速かつ的確な水防活動・排水活動の取組 
 

（※）河川管理者が実施するハード対策とは、以下の対策をいう 
洪水を安全に流すためのハード対策：堤防整備・河道掘削等の流下能力向上対策、浸透・パイピング対                                          
                 策、侵食・洗掘対策 
危機管理型ハード対策：決壊までの時間を少しでも引き延ばすよう、堤防構造を工夫する対策  

2 



取 組 例 
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１．住民の防災意識の向上の取組例 

○近年、堤防決壊に伴う大規模な水害を経験しておらず、防災意識が希薄になっている可能性。 
 また、浸水リスクについて地域住民に十分認知がされていない可能性。 

出典：三重県「平成27年度防災に関する県民意識調査結果の概要」 

出典：国土交通省「第1回洪水ハザードマップ作成に関する検討会資料」 
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１．住民の防災意識の向上の取組例 

○洪水浸水想定区域や氾濫シミュレーション、防災マップ（ハザードマップ）の周知、学校・ 
 地域防災教育への取り入れ等。 

鈴鹿川水系鈴鹿川・鈴鹿川派川洪水浸水想定区域図（想定最大規模） 

× 
破堤 凡 例 

浸水到達時間（鈴鹿川の事例） 学校・地域防災教育への取り入れ 

洪水浸水想定区域図（鈴鹿川の事例） 

鈴鹿川水系鈴鹿川・鈴鹿川派川・内部川洪水浸水想定区域図[浸水継続時間](想定最大規模) ① ② 

③ 

5



○平成27年の水防法改正により「想定し得る最大規模の降雨」を前提とした洪水浸水想定区域 
 図を現在作成中であり平成28年度に公表予定。 
○一定の条件下において、家屋の倒壊・流失をもたらすような堤防決壊に伴う激しい氾濫流や 
 河岸侵食が発生することが想定される「家屋倒壊等氾濫想定区域」も併せて公表予定。 

２．逃げ遅れゼロへの取組例 

鈴鹿川水系洪水浸水想定区域図（家屋倒壊等氾濫想定区域[河岸侵食]） 

鈴鹿川水系洪水浸水想定区域図（家屋倒壊等氾濫想定区域[氾濫流]） 

家屋倒壊等氾濫想定区域（鈴鹿川の事例） 
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○○河川事務所 住民等○○市
気象・水象情報

水防団待機水位到達
○○水位観測所（水位○○m）

水防警報（待機・準備）

氾濫注意水位到達
○○水位観測所（水位○○m）

第一次防災体制

避難判断水位到達
○○水位観測所（水位○○m）

洪水予報（氾濫注意情報）

洪水予報（氾濫警戒情報）

氾濫危険水位到達
○○水位観測所（水位○○m）

洪水予報（氾濫危険情報）

水防警報（出動）

○水防団指示

第二次防災体制

第三次防災体制

第四次防災体制

○ホットライン

○○地区避難勧告

○○地区避難準備情報

○1時間ごとに河川水位、雨量、降水短時間予報を確認

○10分ごとに河川水位、雨量、降水短時間予報を確認

○避難所開設の準備

堤防天端水位到達・越流 洪水予報（氾濫発生情報） ○○地区避難指示

避難完了

要配慮者避難開始

○大雨警報・洪水警報発表

○台風に関する気象庁記者会見

氾濫発生

○避難が必要な状況が夜間・早朝の
場合は、避難準備情報の発令判断

○必要に応じ、助言の要請

○施設（ダム・水門・排水機場等）の点検・操作確認

○連絡要員の配置

○管理職の配置

避難開始

○首長若しくは代理者の登庁

○リエゾンの派遣

○巡視・水防活動状況報告

○休校の判断、体制の確認等

○水防警報（指示）

緊急復旧、堤防調査委員会設置

○要配慮者施設、地下街、大規模
事業者に洪水予報伝達

○災害対策機械の派遣要請

○災害対策機械の派遣

◇台風予報-72h

-48h

-24h

-18h

-12h

0h

◇大雨特別警報発表

○災害対策用資機材・復旧資機材等の確保

○リエゾン体制の確認

○協力機関の体制確認

○出水時点検（巡視）

-6h

○テレビ、ラジオ、インターネット等に
よる気象警報等の確認

○防災無線、携帯メール等による避
難準備情報の受信

○避難の準備（要配慮者以外）

○テレビ、インターネット、携帯メール
等による大雨や河川の状況を確認

○防災無線、携帯メール等による避
難指示・避難勧告の受信

○CCTVによる監視強化

○ダム事前放流の指示・確認

【注意体制】

【警戒体制】

【非常体制】

○水門、樋門、排水機場等の操作

○応援体制の確認・要請（防災エキスパート等）

○漏水・侵食情報提供

○被害状況の把握
（ヘリコプター等による迅速な状況把握）

○TEC-FORCEの活動

○被害状況・調査結果等の公表

○水防団等への注意喚起

○自衛隊への派遣要請

○避難者への支援

○ハザードマップ等による避難所・避
難ルートの確認

避難解除

※台風上陸

◇暴風警報発表

※気象・水象情報に関する発表等のタイミング
については、地域・事象によって、異なります。

○災害・避難カードの確認

○防災グッズの準備

○自宅保全

◇台風に関する○○県気象情報（随時）

○大雨注意報・洪水注意報発表

○大雨特別警報の住民への周知

◇台風に関する気象庁記者会見

○ホットライン（○○気象台）

最終的な危険回避行動

※避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン（案）（内閣府：平成26年4月）を参考に作成。また、都道府県からの情報もあるが、割愛している。 
※時間経過や対応項目については想定で記載しており、各地域や地方公共団体の体制及び想定する気象経過に応じた検討が必要である。 

○浸水が想定される沿川市町においては、避難勧告に着目したタイムラインの策定や時点更新 

２．逃げ遅れゼロへの取組例 
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〇〇川氾濫危険情報 
（主文） 
 〇〇川の△△水位観測所（××市）では、〇〇日〇〇時〇〇分頃に、氾濫危険水位（レベル４）に到達しま
した。川沿いの〇〇市、△△市、××市は、〇〇川の堤防決壊や氾濫により、浸水のおそれがあります。直
ちに、各自安全確保を図るとともに、市町村からの避難情報を踏まえ、適切な防災行動をとってください。 

氾濫により浸水が想定される地区（イメージ） 

洪水時家屋倒壊等氾濫想定 左記以外で浸水が想定される区域 

〇〇県〇〇市 〇〇地区、××地区・・・ □□地区、△△地区・・・ 

〇〇県××市 ●●地区、◇◇地区・・・ ■■地区、◎◎地区・・・ 

２．逃げ遅れゼロへの取組例 

〇〇川氾濫危険情報 
（主文） 
 〇〇川の△△水位観測所（××市）では、〇〇日〇〇時〇〇分頃に、氾濫危険水位（レベル４）に到達しま
した。川沿いの〇〇市、△△市、××市のうち、堤防の無い、または堤防の低い箇所などでは氾濫するおそ
れがありますので、各自安全確保を図るとともに、市町村からの避難情報に注意してください。 

現在の洪水予報文 

〇 氾濫の危険性、切迫性が伝わりにくい 
〇 避難すべき地区が予報文では分からない 

課 
題 

改善イメージ 

○発表の対象区域や避難の切迫性等が首長や住民に確実に伝わる洪水予報文、伝達手法へ改善 
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・水害リスクの高い箇所の点検や水防活動に取り組む。 

消防団、住民との共同点検 

水防活動状況 

シート養生 

土のう積状況 

３．社会経済被害の最小化の取組例 
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・既設の排水機場、樋門、排水路等の情報を関係者で共有した上で、排水計画（案）を作
成、排水訓練の実施などに取り組む。 

排水作業状況 

排水ポンプ車の現地への配置状況 

３．社会経済被害の最小化の取組例 
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取組方針の構成案 

     １．はじめに 
 
     ２．協議会の構成委員 
 

３．宮川の概要と主な課題１ 
 
     ４．現状の取組状況 
 
     ５．減災のための目標 
 
     ６．概ね5年で実施する取組 
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三重四川災害対応連絡会宮川委員会の今後のスケジュール(案) 

○事前説明会（平成28年3月10日） 
 「水防災意識社会 再構築ビジョン」について 

○三重四川災害対策連絡会（平成28年4月26日） 
 三重四川災害対応連絡会規約変更 

○第1回委員会（平成28年8月17日） 
 ・現状の水害リスク情報や取組状況の共有 
 ・減災のための目標（案）及び取組方針（案） 

○第2回委員会（※調整中） 
 ・取組方針のとりまとめ 

○委員会（平成29年度以降 毎年出水期前を目途） 
 ・取組のフォローアップ 

平
成
27
年
度 

平
成
28
年
度 

平
成
29
年
度
～ 

資料5 
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